（表紙）
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[image: image13.emf]図７　住宅の建て方別にみた構造別割合
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[image: image14.emf]図８　住宅の構造別割合の推移
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Ⅰ　調査の概要
１　調査の目的
住宅・土地統計調査は，我が国における住宅及び住宅以外で人が居住する建物に関する実態並びに現住居以外の住宅及び土地の保有状況その他の住宅等に居住している世帯に関する実態を調査し，その現状と推移を全国及び地域別に明らかにすることにより，住生活関連諸施策の基礎資料を得ることを目的としている。
　なお，住宅・土地統計調査は，昭和23年以来5年ごとに実施してきた住宅統計調査の調査内容等を平成10年調査時に変更したものであり，平成20年調査はその13回目に当たる。 
２　調査の根拠

　統計法（昭和22年法律第18号）及び，住宅・土地統計調査規則（昭和57年総理府令第41号）
３　調査の時期
調査は，平成２０年１０月１日現在で実施した

４　調査の地域

平成17年国勢調査調査区（約98万）から，刑務所・拘置所のある区域，自衛隊区域などを除き，市区町村の人口規模別に調査区抽出率を設定し，約21万調査区（以下「調査単位区」という）を抽出し調査した。島根県では，平成17年国勢調査調査区5，830調査区のうち1，546調査区を抽出し、この調査は　　1，550調査単位区について調査を実施した。
５　調査の対象

　調査期日において調査単位区内から抽出した住宅及び住宅以外で人が居住する建物並びにこれらに居住している世帯を対象として，1調査単位区当たり17住戸を抽出し，全国では，約350万住戸・世帯，島根県では，約2万6千住戸・世帯を対象とした。
６　調査事項

平成20年住宅・土地統計調査では，世帯に配布する調査票甲及び乙並びに調査員が記入する建物調査票により，次に掲げる事項を調査した。

(1) 住宅等に関する事項 

ア 居住室の数及び広さ 

イ 所有関係に関する事項 

ウ 敷地面積 

エ 敷地の所有関係に関する事項 

(2) 住宅に関する事項 

ア 構造 

イ 腐朽・破損の有無 

ウ 階数 

エ 建て方 

オ 種類 

カ 家賃又は間代に関する事項 

キ 建築時期 

ク 床面積 

ケ 建築面積 

コ 設備に関する事項 

サ 増改築及び改修工事に関する事項 

シ 世帯の存しない住宅の種別 

(3) 世帯に関する事項 

ア 世帯主又は世帯の代表者の氏名 

イ 種類 

ウ 構成 

エ 年間収入 

(4) 家計を主に支える世帯員又は世帯主に関する事項 

ア 従業上の地位 

イ 通勤時間 

ウ 現住居に入居した時期 

エ 前住居に関する事項 

オ 別世帯の子に関する事項 

(5) 住環境に関する事項

(6) 現住居以外の住宅及び土地に関する事項 

ア 所有関係に関する事項 

イ 所在地 

ウ 面積に関する事項 

エ 利用に関する事項 

７　調査の方法
　調査は，総務省統計局を主管部局とし，総務大臣－都道府県知事－市町村長－指導員－調査員－調査世帯の流れにより実施した。
８　調査の公表

　本調査の島根県分の調査結果（確報）については、平成21年11月25日に総務省から公表された。今回，その概要を取りまとめたので公表する。
　なお，今回総務省から公表された確報集計結果は，総務省統計局のホームページに掲載されている。
　
９　圏域別の集計
　島根県の圏域別（全７圏域）の集計についても行っているが、標本誤差が大きいため圏域別の結果の概要は記載していない。圏域別の統計表を利用したい場合は以下まで連絡願います。
　（連絡先：県　統計調査課　人口労働グループ　０８５２－２２－５０７１）
Ⅱ　結果の概要　（島根県：全体）
１　住宅・世帯の概況

（１）総住宅数と総世帯数

総住宅数は２９５，８００戸
　平成20年10月1日現在における島根県の総住宅数は、295，800戸、総世帯数（住宅に居住している世帯）は251，100世帯となっており、総住宅数が総世帯数を44，700上回っている。

　平成15年と比較すると、総住宅数は12，300戸（4.3％）、総世帯数は600世帯（0.2％）、それぞれ増加
している。（図1，表1，1－2）
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	表１　総住宅数と総世帯数の推移
	
	
	
	（単位：戸、世帯）

	区分
	昭和53年
	昭和58年
	昭和63年
	平成５年
	平成10年
	平成15年
	平成20年

	総住宅数
	223,500
	233,300
	245,800
	254,300
	277,400
	283,500
	295,800

	総世帯数
	210,600
	216,000
	225,800
	230,300
	248,400
	250,500
	251,100


表1－2　前回調査からの増加数及び増加率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：戸、世帯、％）
	区分
	昭和53年
	昭和58年
	昭和63年
	平成５年
	平成10年
	平成15年
	平成20年

	実数
	住宅
	－
	9,800
	12,500
	8,500
	23,100
	6,100
	12,300

	
	世帯
	－
	5,400
	9,800
	4,500
	18,100
	2,100
	600

	割合
	住宅
	－
	4.4
	5.4
	3.5
	9.1
	2.2
	4.3

	
	世帯
	－
	2.6
	4.5
	2.0
	7.9
	0.8
	0.2


（２）居住世帯の有無
空き家数は平成１５年と比較し１２，７００戸増加し、４４，２００戸に
　居住世帯のない住宅のうち空き家について、その推移を見ると，昭和53年には13，100戸であったが、その後増加を続け、平成20年には、44，200戸となっている。また、総住宅数に占める空き家の割合（空き家率）は、平成20年には14．9％となり、平成15年に比べ3．8ポイントの上昇となっている。

（図2，表2）[image: image1.emf]図２　空き家数及び空き家率の推移
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	表２　空き家数及び空き家率の推移
	
	（単位：戸、％）

	　区　分
	昭和53年
	昭和58年
	昭和63年
	平成５年
	平成10年
	平成15年
	平成20年

	総住宅数
	223,500
	233,300
	245,800
	254,300
	277,400
	283,500
	295,800

	空き家数
	13,100
	16,100
	19,200
	22,600
	28,100
	31,500
	44,200

	空き家率
	5.9
	6.9
	7.8
	8.9
	10.1
	11.1
	14.9


[image: image16.emf]総数

階段や廊

下の手す

りの設置

屋内の

段差の
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浴室の

工　事

トイレの

工　事

その他

実数 121,000 24,000 9,700 3,300 9,300 14,200 3,400 97,000

割合 100 19.8 8.0 2.7 7.7 11.7 2.8 80.2

実数 58,700 4,300 1,800 800 1,700 2,400 700 54,300

割合 100 7.3 3.1 1.4 2.9 4.1 1.2 92.5
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表29　平成16年以降に高齢者等のための設備工事の内容別持ち家に居住する主世帯数・割合 （単位：世帯・％）

高齢者等のための工事をした 

総数

高齢者等

のための

工事をし

ていない

　空き家の内訳をみると、「賃貸用の住宅」が15，000戸で33．9％、「売却用の住宅」が600戸で1．4％、「二次的住宅」が2，000戸で4．5％、「その他の住宅」が26，600戸で60．2％となっている。（図3，表3）
	表3　空き家の内訳
	（単位：戸）

	区　分
	総　数
	賃貸用
の住宅
	売却用
の住宅
	二次的
住　宅
	その他
の住宅

	平成15年
	31,500
	9,800
	700
	1,800
	19,200

	平成20年
	44,200
	15,000
	600
	2,000
	26,600


２　住宅の状況
（１）住宅の種類
「専用住宅」が住宅全体の９６．８％を占める
　住宅の中でも世帯の生活が営まれている「居住世帯のある住宅」（以下「住宅」という。）については、そこに住む世帯に応じて多種多様な利用がなされているが、住宅249，900戸を住宅の種類別にみると、居住専用に建築された「専用住宅」が241，800戸（96．8％）、居住部分が農林漁業や店舗等の事業用の部分と結合している「店舗その他の併用住宅」が8，100戸（3．2％）となっており、専用住宅の占める割合が高くなっている。
　特に、30年前の昭和53年には「専用住宅」が86．4％だったのに対し、平成20年には96．6％となっている。（図4，表4）
[image: image2.emf]図４　住宅の種類別割合の推移
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	表４　住宅の種類別の推移
	
	
	
	
	（単位：戸、％）

	区　分
	昭和53年
	昭和58年
	昭和63年
	平成５年
	平成10年
	平成15年
	平成20年

	住宅数
	207,800
	214,900
	225,000
	229,800
	247,500
	249,500
	249,900

	専 　用 　住　 宅
	179,600
	188,300
	201,000
	210,400
	232,600
	239,500
	241,800

	店舗その他の併用住宅
	15,300
	15,100
	15,500
	12,800
	12,400
	10,100
	8,100

	農林漁業併用住宅
	13,000
	11,400
	8,500
	6,500
	2,500
	
	

	専用住宅の割合
	86.4 
	87.6 
	89.3 
	91.6 
	94.0 
	96.0 
	96.8 

	　　※）　平成１５年以降の「店舗その他の併用住宅」は、「農林漁業併用住宅」を含む。
	
	


（2）建て方、構造

共同住宅は５０，７００戸で全体の２割に
　住宅の状況を住宅の建て方別にみると、一戸建が190，000戸で、住宅全体の76．0％を占め、長屋建が
9，000戸で3．6％、共同住宅が50，700戸で20．3％、その他が300戸で0．1％となっている。
　平成15年と比べると、一戸建は1，600戸（0．8％）減、長屋建は800戸（9．8％）増、共同住宅は1，500戸（3．0％）増となっている。
　建て方別の割合の推移をみると、共同住宅が毎回高くなっている。（図5，表5）
[image: image3.emf]図５　住宅の建て方別割合の推移
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	表５　住宅の建て方別の推移
	
	
	
	
	（単位：戸）

	区　分
	昭和53年
	昭和58年
	昭和63年
	平成５年
	平成10年
	平成15年
	平成20年

	住宅数
	207,800
	214,900
	225,000
	229,800
	247,500
	249,500
	249,900

	一戸建
	180,900
	180,800
	186,700
	187,900
	189,200
	191,600
	190,000

	長屋建
	14,100
	15,800
	14,900
	14,100
	13,000
	8,200
	9,000

	共同住宅
	12,400
	17,600
	22,600
	27,200
	44,400
	49,200
	50,700

	その他
	400 
	700 
	800 
	600 
	900 
	500 
	300 


進む共同住宅の高層化
　共同住宅について、階数（建物全体の階数）別にみると、「1･2階」が23，300戸で共同住宅全体の46．0％となり、「3～5階」は20，700戸で40．8％、「6階以上」は6，700戸で13．2％となっている。
　平成15年と比べると、「1・2階」が1，500戸（6．9％）増、「3～5階」が2，200戸（9．6％）減、「6階以上」は、2，400戸（55．8％）増となっており、「6階以上」の増加が著しい。（図6，表6）
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	表６　共同住宅の階数別住宅数の推移
	
	
	
	（単位：戸）

	区　分
	昭和53年
	昭和58年
	昭和63年
	平成５年
	平成10年
	平成15年
	平成20年

	住宅数
	12,400
	17,600
	22,600
	27,200
	44,400
	49,200
	50,700

	１・２階
	6,600
	8,000
	9,300
	13,100
	19,600
	21,800
	23,300

	３～５階
	5,800
	9,000
	13,000
	13,600
	23,000
	22,900
	20,700

	6階以上
	100
	600
	200
	500
	1,800
	4,300
	6,700


一戸建て住宅では木造が98.1％、共同住宅では鉄筋・鉄骨コンクリート造が68．0％
住宅の構造別に見ると木造住宅が202,200戸で80．9％となっている。また、一戸建住宅では木造（防火木造を含む。以下同じ）が186，300戸で、一戸建住宅全体の98．1％とほとんどを占めている。長屋建住宅でも、木造が7，000戸で、長屋建住宅の77．8％と約8割を占めている。これに対し、共同住宅では鉄筋・鉄骨コンクリート造が34，500戸で、共同住宅全体の68．0％となり、逆に木造は8，700戸（17．2％）になっている。（図7，表7，図8，表8）

[image: image18.emf]図15　建築の時期、高齢者等のための設備状況別の住宅割合
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	表７　住宅の建て方別にみた構造別戸数
	
	（単位:戸）

	区　分
	総数
	一戸建
	長屋建
	共同住宅
	その他

	住宅数
	249,900
	190,000
	9,000
	50,700
	300

	木造（防火木造を含む）
	202,200
	186,300
	7,000
	8,700
	300

	鉄筋・鉄骨コンクリート造
	37,300
	1,700
	1,100
	34,500
	0

	[image: image19.emf]図16-1　住宅の建て方別自動火災感知設備設置率
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	表８　住宅の構造別の推移
	
	
	
	
	（単位：戸）

	区　分
	昭和53年
	昭和58年
	昭和63年
	平成５年
	平成10年
	平成15年
	平成20年

	住宅数
	207,800
	214,900
	225,000
	229,800
	247,500
	249,500
	249,900

	木造（防火木造を含む）
	194,400
	194,100
	199,500
	198,800
	205,400
	203,200
	202,200

	鉄筋・鉄骨コンクリート造
	9,600
	15,600
	21,700
	26,500
	40,100
	38,400
	37,300

	その他
	3,900
	5,200
	3,700
	4,400
	2,000
	7,900
	10,500


（3）建築の時期
住宅の半数は昭和５６年以降の建築
　住宅を建築の時期別にみると、昭和25年以前に建築された住宅は、33，000戸、一方、昭和26年以降に建築された住宅は207，800戸で、昭和26年以降に建築された住宅が、建築時期不詳を除く住宅全体の　86．3％を占めている。

　また、昭和56年以降の約28年間に建築された住宅が125，900戸で住宅全体の50．4％となっている。（図9，表9）
共同住宅の85．0％は昭和５６年以降の建築
　住宅の建築の時期別に建て方別割合をみると、昭和25年以前に建築された住宅では、一戸建が
99．1％を占めていたのに対し、昭和26年以降は建築時期が新しくなるにつれて一戸建の占める割合は低下し、逆に共同住宅の割合が上昇している。共同住宅の割合は、平成13年～平成17年に建築されたもので43．3％と最も高く、次いで平成18年～平成20年9月までに建築されたものが42．6％となっており、昭和５６年以降に建築されたものが43,100戸で共同住宅全体の85．0％となっている。
（図9，表9）

[image: image20.emf]図16-2　自動火災感知設備の設置場所の割合
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	表９　住宅の建築時期、建て方別戸数
	
	（単位：戸）

	区　分
	総数
	一戸建
	長屋建
	共同住宅
	その他

	住宅数
	249,900
	190,000
	9,000
	50,700
	300

	昭和25年以前
	33,000
	32,700
	200
	100
	0

	昭和26年～35年
	10,100
	9,500
	400
	100
	0

	昭和36年～45年
	22,600
	19,800
	1,300
	1,400
	100

	昭和46年～55年
	49,200
	40,300
	2,700
	6,000
	100

	昭和56年～平成2年
	44,700
	33,600
	1,300
	9,800
	0

	平成3年～7年
	21,200
	13,800
	500
	6,900
	-

	平成8年～12年
	25,200
	15,900
	800
	8,500
	100

	平成13年～17年
	23,300
	12,700
	600
	10,100
	0

	平成18年～20年9月
	11,500
	6,200
	500
	4,900
	-

	建築時期不詳
	9,100
	5,400
	800
	2,900
	-


（４）所有の関係
持ち家住宅率は5年前とほぼ同じで73．0％
　住宅を所有の関係別にみると、昭和53年から持ち家住宅の割合は70％台で推移しており、持ち家は182，400戸で、住宅全体に占める割合（持ち家住宅率）は73．0％となり、平成15年（72．9％）と比べほぼ同じであった。

　また、借家は住宅全体の26．3％を占めている。（図10，表10）
[image: image4.emf]図10　住宅の所有関係別割合の推移
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	表10　住宅の所有関係別の推移
	
	
	
	
	（単位：戸）

	区　分
	昭和53年
	昭和58年
	昭和63年
	平成５年
	平成10年
	平成15年
	平成20年

	住　　宅　　数
	207,800
	214,900
	225,000
	229,800
	247,500
	249,500
	249,900

	持　　ち　　家
	162,900
	156,400
	173,700
	175,100
	177,600
	182,000
	182,400

	借　家　（全体）
	44,800
	44,200
	50,500
	54,000
	69,500
	66,400
	65,800

	公営の借家
	8,600
	8,800
	12,200
	12,100
	15,800
	13,400
	13,300

	都市再生機構・公社の借家
	1,300
	2,500
	800
	1,700
	2,000
	2,200
	2,400

	民営借家
	25,800
	24,700
	29,400
	30,900
	41,400
	42,400
	42,300

	給与住宅
	9,100
	8,200
	8,100
	9,300
	10,300
	8,400
	7,800


注）　「住宅数」には住宅の所有関係　「不詳」を含むため内訳の合計とは必ずしも一致しない。
一戸建では持ち家の割合が93．5％
　住宅の建て方別に所有の関係の割合をみると、一戸建は持ち家が93．5％、借家が6．0％、長屋建は持ち家が3．3％、借家が94．4％、共同住宅は持ち家が8．3％、借家が90．3％となっており、一戸建は持ち家が、長屋建及び共同住宅では借家が大半を占めている。（図11，表11）
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	表11　住宅の建て方別持ち家住宅の状況
	（単位：戸、％）

	区　分
	実数
	割合

	
	総数
	持ち家
	借家
	総数
	持ち家
住宅率
	借　家
住宅率

	住宅数
	249,900
	182,400
	65,700
	100.0
	73.0 
	26.8

	一戸建
	190,000
	177,700
	11,400
	76.0
	93.5 
	6.0

	長屋建
	9,000
	300
	8,500
	3.6
	3.3 
	94.4

	共同住宅
	50,700
	4,200
	45,800
	20.7
	8.3 
	90.3

	その他
	300
	200
	100
	0.1
	66.7 
	33.3


注）　「住宅数」には住宅の所有関係　「不詳」を含む。
（５）住宅の規模　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　専用住宅の1住宅当たり延べ面積では持ち家が借家の約3倍
居住専用に建築された「専用住宅」について、1住宅当たりの居住室数、居住室の畳数及び延べ面積（居住室のほか玄関、トイレ、台所などを含めた床面積の合計）をみると、居住室数は5．87室、居住室の畳数は37．95畳、延べ面積は126．74㎡となっている。　
専用住宅を所有の関係別にみると、持ち家では1住宅あたり居住室数が6．91室、居住室の畳数が45．02畳、延べ面積が154．18㎡となっているのに対し、借家では居住室数が3．07室、畳数が18．97畳、延べ面積が53．05㎡といずれも持ち家の半分以下となっている。（図12，表12－1，12－2，12－3）

[image: image22.emf]図20　世帯の年間収入階級別持ち家世帯率
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	表12-1　専用住宅の1住宅当たり居住室の室数の推移
	
	
	（単位：室）

	区　分
	昭和53年
	昭和58年
	昭和63年
	平成５年
	平成10年
	平成15年
	平成20年

	持ち家
	6.08 
	6.38 
	6.69 
	6.86 
	6.97 
	7.01 
	6.91 

	借家
	3.17 
	3.25 
	3.33 
	3.24 
	3.10 
	3.11 
	3.07 

	専用住宅平均
	5.39 
	5.63 
	5.88 
	5.95 
	5.84 
	5.94 
	5.87 

	
	
	
	
	
	
	
	

	表12-2　専用住宅の1住宅当たり居住室の畳数の推移
	
	
	（単位：畳）

	区　分
	昭和53年
	昭和58年
	昭和63年
	平成５年
	平成10年
	平成15年
	平成20年

	持ち家
	35.68 
	37.74 
	40.99 
	42.99 
	43.58 
	45.36 
	45.02 

	借家
	16.46 
	17.35 
	18.21 
	18.11 
	17.76 
	18.76 
	18.97 

	専用住宅平均
	31.13 
	32.82 
	35.47 
	36.75 
	36.06 
	38.07 
	37.95 

	
	
	
	
	
	
	
	

	表12-3　専用住宅の1住宅当たり延べ面積の推移
	
	
	（単位：㎡）

	区　分
	昭和53年
	昭和58年
	昭和63年
	平成５年
	平成10年
	平成15年
	平成20年

	持ち家
	115.48 
	124.69 
	133.44 
	142.90 
	149.13 
	156.56 
	154.18 

	借家
	49.60 
	52.67 
	53.19 
	53.63 
	51.28 
	53.82 
	53.05 

	専用住宅平均
	99.88 
	107.30 
	114.00 
	120.51 
	120.63 
	128.43 
	126.74 


（6）敷地
１住宅当たり敷地面積は、持ち家で336㎡、借家で154㎡

一戸建ての住宅190，000戸について、住宅の所有関係別に敷地面積別住宅数をみると、持ち家で最も多いのは、敷地面積が200～299㎡の住宅で25.7％、次いで300～499㎡の住宅で23.5％を占めている。また、借家で最も多いのは、敷地面積が100～149㎡の住宅で23.7％、次いで50～74㎡の住宅で17.5％を占めている。（図13-1，13-2，表13）
[image: image23.emf]図19　持ち家世帯率の推移
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	表13　一戸建の住宅の敷地面積別住宅数
	
	
	（単位：戸、％）

	区　分
	実数
	割合

	
	総数
	持ち家
	借家
	総数
	持ち家
	借家

	総数
	190,000
	177,700
	11,400
	100.0 
	100.0 
	100.0 

	49㎡以下
	2,100
	1,000
	1,200
	1.1 
	0.6 
	10.5 

	50～74㎡
	5,700
	3,700
	2,000
	3.0 
	2.1 
	17.5 

	75～99
	8,900
	7,200
	1,700
	4.7 
	4.1 
	14.9 

	100～149
	22,700
	20,000
	2,700
	11.9 
	11.3 
	23.7 

	150～199
	29,800
	28,200
	1,600
	15.7 
	15.9 
	14.0 

	200～299
	46,800
	45,600
	1,200
	24.6 
	25.7 
	10.5 

	300～499
	42,600
	41,800
	800
	22.4 
	23.5 
	7.0 

	500～699
	15,000
	14,800
	200
	7.9 
	8.3 
	1.8 

	700～999
	10,600
	10,400
	100
	5.6 
	5.9 
	0.9 

	1,000～1,499
	4,000
	4,000
	0
	2.1 
	2.3 
	0.0 

	1,500㎡以上
	1,000
	1,000
	0
	0.5 
	0.6 
	0.0 

	１住宅当たり敷地面積(㎡)
	325.20 
	336.15 
	154.40 
	－
	－
	－


注）　「総数」には住宅の所有関係　「不詳」を含む。
（７）設備
ア．水洗トイレ・洋式トイレ

水洗化率は79．4％、洋式トイレ保有率は83．6％
　水洗トイレ（浄化槽による水洗トイレを含む）のある住宅は198，500戸で平成15年の180，200戸から18，300戸（10．2％）増加した。また、住宅全体に占める水洗トイレのある住宅の割合（水洗化率※）は79．4％となり、平成15年に比べ7．2ポイント上昇した。（図14，表14）
　なお、洋式トイレの保有率は平成15年に比べ7．4ポイント上昇し、83.6％となった。
　（※水洗化率　＝　水洗トイレのある住宅　÷　住宅総数）

[image: image5.emf]図14　水洗トイレのある住宅数と水洗化率の推移
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	表14　水洗トイレ・洋式トイレのある住宅数と割合の推移
	
	
	（単位：戸、％）

	区　分
	昭和53年
	昭和58年
	昭和63年
	平成５年
	平成10年
	平成15年
	平成20年

	住宅総数
	207,800
	214,900
	225,000
	229,800
	247,500
	249,500
	249,900

	水洗トイレのある住宅
	26,000
	44,100
	69,100
	96,800
	138,800
	180,200
	198,500

	水洗化率
	12.5 
	20.5 
	30.7 
	42.1 
	56.1 
	72.2 
	79.4 

	洋式トイレのある住宅
	-
	-
	-
	-
	-
	190,000
	208,900

	洋式ﾄｲﾚ保有率
	-
	-
	-
	-
	-
	76.2
	83.6


注）「洋式トイレのある住宅」は平成15年から追加された調査項目。
イ．高齢者等のための設備

設備がある住宅は140,300戸で全体の56.1％
高齢者などに配慮した住宅設備についてみると、「手すりがある」住宅が住宅全体の44．9％、「またぎやすい高さの浴槽」がある住宅が24．7％、「廊下などの幅が車いすで通行可能」となっている住宅が18．6％、「段差のない屋内」となっている住宅が18．6％、「道路から玄関まで車いすで通行可能」な住宅が15．2％となっている。
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図13－2 借家の敷地面積割合

　平成18年以降建築された住宅では、「手すりがある」が60．0％、「またぎやすい高さの浴槽」が43．5％、「廊下などの幅が車いすで通行可能」が33．0％、「段差のない屋内」が63．5％、「道路から玄関まで車いすで通行可能」が22．6％となっており、建築された時期が新しい住宅ほど高齢者等に配慮した設備のある住宅の割合が高くなっている。（図15，表15）
	表15　建築の時期、高齢者等のための設備状況別住宅数
	
	
	（単位：戸）

	区　分
	総数
	高齢者等のための設備がある
	高齢者のための設備はない

	
	
	総数
	手すりが
ある
	またぎやすい高さの浴槽
	廊下などの幅が車イスで通行可能
	段差のない屋内
	道路から玄関まで車イスで通行可能
	

	住宅総数 
	249,900
	140,300
	112,300
	61,800
	46,400
	46,500
	38,100
	107,900

	昭和35年以前
	43,100
	23,500
	18,900
	9,300
	5,500
	3,200
	7,000
	19,600

	昭和36年～45年
	22,600
	12,700
	10,100
	5,500
	3,000
	1,700
	4,200
	9,800

	昭和46年～55年
	49,200
	27,600
	22,900
	11,500
	7,700
	4,700
	6,900
	21,500

	昭和56年～平成２年
	44,700
	22,400
	18,400
	9,400
	7,100
	3,400
	5,600
	22,400

	平成３年～７年
	21,200
	11,800
	8,800
	4,500
	4,700
	3,900
	3,100
	9,400

	平成８年～12年
	25,200
	16,100
	13,000
	8,100
	7,300
	10,400
	4,200
	9,100

	平成13年～17年
	23,300
	15,600
	12,400
	8,100
	7,100
	11,700
	4,200
	7,800

	平成18年～20年９月
	11,500
	9,400
	6,900
	5,000
	3,800
	7,300
	2,600
	2,100


注）　「住宅総数」には建築時期　「不詳」を含む。
ウ．自動火災感知設備

設備のある住宅は74,800戸で全体の約3割
　自動火災感知設備のある住宅数は74，800戸で、住宅全体に占める割合は29．9％となっている。

　自動火災感知設備設置率を住宅の建て方別にみると、一戸建は23．4％、長屋建は28．9％、共同住宅は54．6％、その他は33．3％となっており、一戸建及び長屋建に比べ、共同住宅の自動火災感知設備設置率は高くなっている。

　また、自動火災感知設備の設置場所についてみると、「寝室」が38，100戸で住宅全体の15．2％、「台所」が50，800戸で20．3％、「階段」が10，600戸で4．2％、「廊下」が8，500戸で3．4％、「その他」が9，400戸で3．8％となっており、「台所」の自動火災感知設備設置率が他の設置場所に比べ高くなっている。（図16-1，16-2，表16）　
[image: image26.emf]49㎡以下

0.6%

50～99㎡

6.1%

100～149㎡

11.3%

150～199㎡

15.9%

200～299㎡

25.7%

300～499㎡

23.5%

500㎡以上

17.0%

図13－1 持ち家の敷地面積別割合

　　注）自動火災感知設備は、平成16年6月2日の消防法の一部改正により設置が義務付けられ、新築住宅は平成18年6月1日から、既存
住宅は市町村条例で定める日から適用となっている。
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	表16　住宅の建て方別自動火災感知設備設置状況
	
	
	
	（単位：戸）

	区　分
	総数
	自動火災感知設備がある
	自動火災
感知設備
はない

	
	
	総数
	寝室
	台所
	階段
	廊下
	その他
	

	住宅数
	249,900
	74,800
	38,100
	50,800
	10,600
	8,500
	9,400
	173,300

	一戸建
	190,000
	44,500
	17,700
	31,600
	8,800
	5,100
	4,000
	144,600

	長屋建
	9,000
	2,600
	1,500
	1,300
	600
	300
	500
	6,200

	共同住宅
	50,700
	27,700
	18,800
	17,700
	1,300
	3,100
	4,900
	22,300

	その他
	300
	100
	0
	100
	0
	0
	0
	200


注）　「住宅数」には自動火災感知設備　「不詳」、住宅の所有関係「不詳」を含む。

注）　複数回答であるため内訳の合計とは必ずしも一致しない。
エ．省エネルギー設備等
太陽光を利用した発電機器がある住宅は4,000戸で平成15年から2,400戸増加
省エネルギー設備等のある住宅についてみると、「太陽熱を利用した温水機器等あり」の住宅は40，100戸で、住宅全体の16．0％となっており、「太陽光を利用した発電機器あり」の住宅は4，000戸で1．6％、「二重サッシ又は複層ガラスの窓あり」の住宅は40，600戸で16．2％になっている。　平成15年と比べると、「太陽熱を利用した温水機器等あり」の住宅は7，800戸の減（16．3％減）で、「太陽光を利用した発電機器あり」の住宅は2，400戸の増（150％増）、「二重サッシ又は複層ガラスの窓あり」の住宅は9，000戸の増（28．5％増）となっており、省エネルギー設備等のうち「太陽光を利用した発電機器あり」の住宅の増加率が他のエネルギー設備等に比べ高くなっている。　（図17、表17）
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	表17　住宅の建て方、省エネルギー設備等別住宅数（平成15年、20年）
	（単位：戸）

	区　分
	総数
	省エネルギー設備等

	
	
	太陽熱を利用した
温水機器等
	太陽光を利用した
発電機器
	二重サッシ又は複層ガラスの窓

	
	
	あり
	なし
	あり
	なし
	すべての窓にあり
	一部の窓にあり
	なし

	平成15年
	住宅数
	249,500
	47,900
	200,600
	1,600
	246,800
	7,800
	23,800
	216,900

	
	一戸建
	191,600
	47,400
	144,100
	1,600
	189,900
	5,800
	21,300
	164,300

	
	長屋建
	8,200
	200
	7,800
	0
	8,000
	100
	200
	7,600

	
	共同住宅
	49,200
	200
	48,300
	0
	48,500
	1,900
	2,200
	44,500

	
	その他
	500
	100
	400
	-
	500
	－
	100
	400

	平成20年
	住宅数
	249,900
	40,100
	208,000
	4,000
	244,100
	12,300
	28,300
	207,500

	
	一戸建
	190,000
	39,700
	149,400
	4,000
	185,100
	9,600
	25,800
	153,700

	
	長屋建
	9,000
	100
	8,700
	-
	8,800
	300
	200
	8,300

	
	共同住宅
	50,700
	300
	49,600
	0
	49,900
	2,500
	2,200
	45,300

	
	その他
	300
	0
	300
	0
	300
	0
	0
	300


オ．耐震改修工事

持ち家のうち耐震改修工事をした住宅は6,700戸で全体の3．7％　
　持ち家のうち、耐震改修工事をした住宅は、6，700戸で、持ち家全体に占める割合は3．7％となっている。
　耐震工事が行われた住宅の割合を建築時期別にみると、「平成18年～20年9月」以降に建築された住宅が13．9％と最も高く、次いで「平成13年～17年」に建築された住宅が7．5％となっており、「平成8年から平成12年」以降に建築された住宅で高くなっている。(図18，表18)
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	表18　建築の時期、住宅の耐震状況別持ち家数
	
	
	
	（単位：戸）

	区　分
	総数
	耐震改修工事をした
	耐震改修工事をしていない

	
	
	総数
	壁の新設・補強
	筋かいの設置
	基礎の
補強
	金具に
よる補強
	その他
	

	持ち家総数
	182,400
	6,700
	2,200
	3,300
	2,900
	3,400
	700
	175,700

	昭和35年以前
	40,100
	1,100
	300
	500
	300
	500
	100
	39,000

	昭和36年～45年
	18,400
	600
	100
	200
	200
	300
	0
	17,900

	昭和46年～55年
	38,400
	1,100
	400
	400
	300
	600
	100
	37,300

	昭和56年～平成２年
	32,100
	700
	200
	300
	200
	300
	0
	31,300

	平成３年～７年
	13,700
	300
	100
	100
	100
	200
	0
	13,400

	平成８年～12年
	16,100
	800
	200
	400
	400
	400
	100
	15,300

	平成13年～17年
	13,300
	1,000
	400
	600
	700
	600
	0
	12,300

	平成18年～20年９月
	7,200
	1,000
	500
	700
	700
	600
	200
	6,200


注）　複数回答であるため内訳の合計とは必ずしも一致しない。
３　世帯の居住状況
（１）世帯の持ち家世帯率
持ち家世帯率は72．8％
　この調査では、持ち家に居住する主世帯の普通世帯全体に占める割合を「持ち家世帯率」と定義しており、「持ち家住宅率」とは区別している。
　平成20年の持ち家世帯率は72．8％で、前回の72．7％に比べほぼ同じだった。

[image: image30.emf]図26　住宅の所有の関係別最低居住面積水準以上の世帯の割合
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[image: image31.emf]図27　住宅の所有の関係別誘導居住面積水準以上の世帯の割合
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　世帯の年間収入階級別にみると、年間収入が高くなるにしたがって持ち家世帯率が高くなっている。(図19，20，表19，20)
	表19　持ち家世帯率の推移
	
	
	
	（単位：世帯、％）

	区　分
	昭和53年
	昭和58年
	昭和63年
	平成５年
	平成10年
	平成15年
	平成20年

	普通世帯総数(a）
	209,400
	216,400
	225,800
	230,700
	248,000
	250,300
	250,600

	持ち家に居住する主世帯(b)
	162,900
	156,400
	173,700
	175,100
	177,600
	182,000
	182,400

	持ち家世帯率(b/a)
	77.8 
	72.3 
	76.9 
	75.9 
	71.6 
	72.7 
	72.8 

	表20　世帯の年間収入階級別持ち家世帯率
	
	
	
	(単位：世帯、％）

	区　分
	世帯の年間収入階級

	
	200万円未満
	200～300
	300～400
	400～500
	500～700
	700～1000
	1000～1500
	1500～2000
	2000万円以上
	不詳

	普通世帯総数
	50,800
	40,900
	36,000
	28,400
	39,600
	31,500
	11,000
	2,000
	1,000
	9,500

	持ち家に居住する主世帯
	32,600
	29,800
	26,100
	21,300
	31,800
	26,700
	9,900
	1,800
	900
	1,500

	持ち家世帯率
	64.2
	72.9
	72.5
	75.0
	80.3
	84.8
	90.0
	90.0
	90.0
	15.8


（２）家計を主に支える者の居住状況
ア．年齢階級別持ち家世帯率
年齢が高くなるほど持ち家世帯率は上昇
　家計を主に支える者の年齢階級別に持ち家世帯率をみると、年齢階級が高くなるにつれて持ち家世帯率も高くなっており、50歳以上で8割、70歳以上で9割を超えている。(図21，表21)
[image: image6.emf]図21　家計を主に支える者の年齢階級別持ち家世帯率
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	表21　家計を主に支える者の年齢階級別持ち家世帯率
	（単位：世帯、％）

	区　分
	総数
	持ち家に居住する主世帯
	持ち家世帯率

	普通世帯総数
	250,600
	182,400
	72.8 

	25歳未満
	6,900
	200
	2.9 

	25～29歳
	6,900
	700
	10.1 

	30～34歳
	12,000
	3,800
	31.7 

	35～39歳
	13,300
	6,100
	45.9 

	40～44歳
	14,600
	8,700
	59.6 

	45～49歳
	18,900
	13,700
	72.5 

	50～54歳
	22,600
	18,100
	80.1 

	55～59歳
	32,000
	26,800
	83.8 

	60～64歳
	28,400
	24,900
	87.7 

	65～69歳
	21,900
	19,600
	89.5 

	70～74歳
	22,500
	20,700
	92.0 

	75歳以上
	40,600
	37,200
	91.6 

	年齢階級不詳
	10,000
	1,900
	19.0 


イ．家計を主に支える雇用者の通勤時間別世帯数

「持ち家」が「持ち家以外」より長い通勤時間
　雇用者普通世帯(家計を主に支える者が雇用者である普通世帯)について、家計を主に支える者の通勤時間別にみると、「自宅・住み込み」の世帯は1，500世帯で雇用者普通世帯全体の1．2％となっており、「15分未満」が51，300世帯で41．3％、「15～30分未満」が43，200世帯で34．8％となっており、通勤時間30分未満の世帯が7割以上を占めている。

　これを住宅の所有の関係別にみると、「15分未満」が持ち家37．0％、持ち家以外49．8％、「15～30分未満」が持ち家35．6％、持ち家以外32．9％、「30～1時間未満」が持ち家21．3％、持ち家以外12．6％となっており、持ち家の方が通勤時間が長くなっている。（図22，表22）
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	表22　住宅の所有関係別家計を主に支える者(雇用者）の通勤時間別世帯数
	
	(単位：世帯)

	区　分
	総数
	家計を主に支える者の通勤時間

	
	
	自宅・住み込み
	15分
未満
	15～30分未満
	30～1時間未満
	1時間～1時間30分未満
	1時間30分～2時間未満
	2時間以上
	不詳

	家計を主に支える

者が雇用者である普通世帯
	124,200
	1,500
	51,300
	43,200
	22,800
	3,600
	500
	600
	600

	持ち家
	82,200
	1,200
	30,400
	29,300
	17,500
	2,700
	500
	500
	100

	持ち家以外
	42,000
	400
	20,900
	13,800
	5,300
	900
	0
	100
	500


（３）居住密度
１人当たり居住室の畳数は13．63畳で30年間で1．56倍に増加
　住宅に居住する世帯の１人当たり居住室の畳数は、昭和53年の8．75畳から一貫して増加し、平成20年では13．63畳となった。この結果、昭和53年から平成20年までの30年間に1人当たり居住室の畳数は1．56倍に増加している。
　1人当たり居住室の畳数を住宅の所有関係別にみると、持ち家が14．77畳、借家が9．05畳となっており、住宅の規模同様に持ち家が借家を上回っている。（図23，表23）
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	表23　1人当たり居住室の畳数の推移
	
	
	
	(単位：畳)

	区　分
	昭和53年
	昭和58年
	昭和63年
	平成５年
	平成10年
	平成15年
	平成20年

	住宅全体
	8.75 
	9.46 
	10.62 
	11.52 
	12.08 
	12.98 
	13.63 

	持ち家
	9.32 
	10.09 
	11.36 
	12.34 
	13.10 
	14.03 
	14.77 

	借家
	5.91 
	6.36 
	7.03 
	7.60 
	8.18 
	8.73 
	9.05 


（４）借家の家賃
1畳当たりの家賃は非木造の民営借家で3,218円
　専用住宅の借家65，100戸の1畳当たりの家賃は1，971円となっている。これを住宅の所有の関係別にみると、非木造の民営借家が3，218円と最も高く、次いで木造の民営借家が2，008円、都市再生機構・公社の借家が2，006円となっている。（図24，表24）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

注）　借家の総数は65,700戸であり、その内訳は専用住宅の借家が65,100戸、その他の併用住宅が600戸となっている
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	表24　専用住宅の所有の関係別借家の1畳当たり家賃
	
	
	(単位：円)

	区　分
	昭和53年
	昭和58年
	昭和63年
	平成５年
	平成10年
	平成15年
	平成20年

	専用住宅
	689 
	1,020 
	1,266 
	1,519 
	1,835 
	1,952 
	1,971 

	公営の借家
	489 
	725 
	943 
	1,073 
	1,045 
	1,051 
	988 

	都市再生機構・公社の借家
	489 
	1,078 
	1,273 
	1,558 
	1,834 
	1,788 
	2,006 

	民営借家(木造)
	896 
	1,208 
	1,357 
	1,637 
	1,891 
	2,002 
	2,008 

	民営借家(非木造）
	1,756 
	2,326 
	2,722 
	2,910 
	3,604 
	3,419 
	3,218 

	給与住宅
	246 
	391 
	502 
	695 
	709 
	808 
	1,014 
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４　居住面積水準の状況
（１）最低居住面積水準
最低居住面積水準以上の世帯は95．7％、未満の世帯は3．6％
　最低居住面積水準は、世帯人数に応じた健康で文化的な住生活を営む基礎として必要不可欠な住宅の面積に関する水準として「住生活基本計画」で設定されている。平成20年における最低居住面積水準以上の世帯の割合は95．7％となっている。
　住宅の所有の関係別にみると、借家における最低居住面積水準以上の世帯の割合は、87．1％で、持ち家の99．8％と比較して12．7ポイント下回っている。借家の内訳をみると、公営の借家92．5％、都市再生機構・公社の借家87．5％、民営借家（木造）86．6％、民営借家（非木造）82．7％、給与住宅88．5％となっており、民営借家（非木造）で最も低くなっている。（図25，表25）
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	表25　住宅の所有の関係別最低居住面積水準状況別主世帯数及び割合
	（単位：世帯、％）

	区　分
	総　数
	最低居住面積水準（総数）
	最低居住面積水準（割合）

	
	
	水準以上の世帯
	水準未満の世帯
	水準以上の世帯
	水準未満の世帯

	主世帯総数
	249,900
	239,200
	9,000
	95.7 
	3.6 

	持ち家
	182,400
	182,000
	500
	99.8 
	0.3 

	借家（全体）
	65,700
	57,200
	8,500
	87.1 
	12.9 

	公営の借家
	13,300
	12,300
	1,000
	92.5 
	7.5 

	都市再生機構・公社の借家
	2,400
	2,100
	300
	87.5 
	12.5 

	民営借家(木造)
	20,900
	18,100
	2,700
	86.6 
	12.9 

	民営借家(非木造)
	21,400
	17,700
	3,700
	82.7 
	17.3 

	給与住宅
	7,800
	6,900
	800
	88.5 
	10.3 


注）　「総数」には住宅の所有関係「不詳」を含む。

（2）誘導居住面積水準
　誘導居住面積水準以上の世帯は69．2％、未満の世帯は30．1％
誘導居住面積水準は、世帯人数に応じた豊かな住生活の実現の前提として多様なライフスタイルに対応するために必要と考えられる住宅の面積の水準として設けられ、都市の中心及びその周辺における共同住宅居住を想定した「都市居住型」と都市の郊外及び都市部以外の一般地域における戸建て住宅居住を想定した「一般型」の二つの水準が設定されている。
　この調査では、都市居住型誘導居住面積水準以上の共同住宅に住む世帯と一般型誘導居住面積水準以上の共同住宅以外の住宅に住む世帯の合計をもって、誘導居住面積水準以上の世帯としている。

　平成20年調査における誘導居住面積水準以上の世帯の割合は69．2％となっている。
　誘導居住面積水準を満たす世帯の割合を、住宅の所有の関係別にみると、持ち家が82．9％、借家が33．2％で、持ち家と借家の差は49．7ポイントとなっている。借家の内訳をみると、公営の借家36．1％、都市再生機構・公社の借家20．8％、民営借家（木造）34．0％、民営借家（非木造）28．0％、給与住宅43．6％となっており、都市再生機構・公社の借家で低くなっている。（図26，表26）

	表26　住宅の所有の関係別誘導居住面積水準別主世帯数及び割合
	（単位：世帯、％）

	区　分
	総　数
	誘導居住面積水準（総数）
	誘導居住面積水準（割合）

	
	
	水準以上の
世帯
	水準未満の
世帯
	水準以上の
世帯
	水準未満の
世帯

	主世帯総数
	249,900
	173,000
	75,200
	69.2 
	30.1 

	持ち家
	182,400
	151,200
	31,200
	82.9 
	17.1 

	借家（全体）
	65,700
	21,800
	44,000
	33.2 
	67.0 

	　　公営の借家
	13,300
	4,800
	8,500
	36.1 
	63.9 

	　　都市再生機構・公社の借家
	2,400
	500
	1,900
	20.8 
	79.2 

	　　民営借家(木造)
	20,900
	7,100
	13,800
	34.0 
	66.0 

	　　民営借家(非木造)
	21,400
	6,000
	15,400
	28.0 
	72.0 

	　　給与住宅
	7,800
	3,400
	4,400
	43.6 
	56.4 


注）　「住宅総数」には住宅の所有関係「不詳」を含む。

５　高齢者のいる世帯

（１）世帯数の推移
高齢者のいる普通世帯は129,600戸で全体の51.7％
　高齢者のいる普通世帯の推移をみると、昭和53年には75，900世帯で、普通世帯全体の36．2％であったが、平成5年に初めて10万世帯を超え、平成20年には129，600世帯となり普通世帯全体の51．7％を占めており、　平成15年に比べ1，600世帯（1．25％）の増加となっている。（図27，表27）

	表27　高齢者のいる普通世帯の推移
	
	
	(単位：世帯、％)

	区　分
	昭和53年
	昭和58年
	昭和63年
	平成５年
	平成10年
	平成15年
	平成20年

	普通世帯数
	209,400 
	216,400 
	225,800 
	230,700 
	248,000 
	250,300 
	250,600 

	高齢者のいる普通世帯数
	75,900 
	87,900 
	94,200 
	106,400 
	121,200 
	128,000 
	129,600 

	普通世帯総数に占める割合
	36.2 
	40.6 
	41.7 
	46.1 
	48.9 
	51.1 
	51.7 


（2）住宅の所有の関係
高齢者のいる主世帯は93.4％以上が持ち家に居住
　高齢者のいる主世帯について、住宅の所有の関係別割合をみると、持ち家が93．4％、借家が6．6％となっており、主世帯全体の割合（持ち家73．0％、借家26．3％）に比べ、持ち家の割合が高くなっている。（図28，表28）

	表28　住宅の所有の関係別高齢者のいる主世帯数
	(単位：世帯、％)

	区　分
	高齢者のいる主世帯
	主世帯全体

	
	世帯数
	割合
	世帯数
	割合

	総数
	129,500
	100.0 
	249,900
	100.0 

	　　持ち家
	121,000
	93.4 
	182,400
	73.0 

	　　借家
	8,500
	6.6 
	65,700
	26.3 

	　　　　公営の借家
	3,200
	2.5 
	13,300
	5.3 

	    　都市再生機構・公社の借家 
	100
	0.1 
	2,400
	1.0 

	    　民営借家(木造)
	3,900
	3.0 
	20,900
	8.4 

	    　民営借家(非木造)
	1,100
	0.8 
	21,400
	8.6 

	   　　給与住宅
	200
	0.2 
	7,800
	3.1 


注）　「総数」には住宅の所有関係「不詳」を含む。

（3）高齢者等のための設備工事の施工状況
平成16年以降に高齢者等のための設備工事をした高齢者のいる主世帯は19．8％
　持ち家に居住する高齢者のいる世帯（121,000世帯）について、平成16年1月から平成20年10月までの約5年間の、高齢者等のための設備工事（将来の備えを含む。）の施工状況をみると、工事をしたのは24，000世帯で、持ち家に居住する高齢者のいる世帯全体の19．8％となっている。工事をした世帯について、内訳をみると、トイレの工事をしたものが14,200世帯で11．7％と最も高くなっており、次いで、階段や廊下の手すりの設置をしたものが9,700世帯で8．0％、浴室の工事をしたものが9,300世帯で
7．7％となっている。

なお、高齢者のいない世帯（58,700世帯）で工事をしたのは4，300世帯で、持ち家に居住する高齢者のいない世帯全体の7．3％となっている。内訳をみると、トイレの工事をしたものが2,400世帯（4．1％）であり、高齢者のいる世帯と同様にトイレの工事をしたものが最も高くなっている。（図29，表29）


注）複数回答のため、内訳の合計とは必ずしも一致しない。
％
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注)　「民営借家(木造)」の平成10年までの値は、「民営借家(木造・設備専用)」の値である。


注)　「民営借家(非木造)」の昭和58年までの値は、「民営借家(非木造・設備専用)」の値である。
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図29　平成16年以降に高齢者等のための設備工事を施工したものの内容別持ち家に居住する主世帯割合
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